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Ⅰ はじめに

2050年のカーボンニュートラル社会の実現を標榜しており、

既存ストック（鉄筋コンクリート造共同住宅）の有効活用、長

寿命化が求められている。建築物の長寿命化を図るためには、

維持管理だけでなく、生活スタイルに応じて増改築・リニュー

アルすることも求められる。既存不適格建築物の増改築を行う

場合に、既存部分について令第 137条の２において増改築の規

模に応じた規定が定められている（図 1）。今後、様々なニーズ

に対応したリノベーションを促進させていくためには、令第

137条の２における規模によるケース分けや、既存部分の耐震

性の検証方法を多様化し、柔軟に運用していくことが可能とな

るように整備していく必要がある。

本課題においては、増改築規模に応じて改修された既存鉄筋

コンクリート造建築物の耐震性能評価手法を検討した。具体的

には、以下の点について検討を行った。

(1)実務における適用性の検証

(2)改修後の建築物の耐震性能評価技術

(3)改修にともない補強された部材の耐震性能評価技術

図 1 増改築規模に応じた規定（令第 137 条の 2）

Ⅱ 研究開発の内容及び結果

(1) 実務における適用性の検討

既存建築物に対して新たな価値を付与するような増改築・改

修のニーズについて調査把握した。都市郊外に数多く存在する

鉄筋コンクリート造共同住宅や壁式 RC 造共同住宅において、

住戸の２戸１戸化や３戸２戸化を図るため戸境耐力壁に新設

開口を設けるケースがある。1階部分を共用空間とするために

1階のみに新設開口を設けるケースや、外構面に EVを増設し、

そこに至る導線を確保するために連層の新設開口を設けるケ

ースがある。いずれも増改築規模が小規模であり、令第 137条

の 2第 3号イの規定に従い、既存部分について「構造耐力上の

危険性が増大しないこと」が求められる。壁式 RC造を対象と

した、保有水平耐力計算による危険性が増大しないことを確認

する手法について提案した 1)。

小規模増改築における運用の合理化の方向性を議論した。

1981 年以前の設計基準に基づいた既存不適格建築物の小規模

増改築において、建設当時は 2 次設計がなされていないこと、

外力分布が現行の Ai 分布とは異なること等から、現行基準に

従った再計算において検定がNGとなることがある。当時の許

容応力度設計で充分な余裕が確保されているのであれば一次

設計を免除する対応も考えられる。また、増改築の影響範囲が

限定的である場合に、部分的な危険性の増大の確認を適用でき

ることとする可能性もあるが、その場合は影響範囲が限定的で

あることの判断が必要となる。さらに、許容応力度設計で求め

られている性能は損傷制御性であると考えられるため、損傷量

や変形をクライテリアとした設計を代替設計として適用する

ことも考えられる。一方で、新耐震建築物においても、ピロテ

ィ架構（下階壁抜け構造）の設計や基礎構造の一次設計など、

1981 年に以降に規制強化された内容について対応を検討して

おく必要がある。

(2) 改修後の建築物の耐震性能評価技術に関する検討

増改築・改修におけるニーズの一つとして、鉄筋コンクリー

ト造共同住宅において、１階部分にコミュニティスペースを設

置するために新設開口を設けて空間を拡大する技術がある。そ

こで、実大 2.5層連層耐力壁架構試験体を建築研究所実験等内

に製作し、１層部分に新設開口を設ける施工実験を行うととも

に、その架構の構造性能を確認するために静的載荷実験を実施

した。新設開口周辺には、曲げ補強筋としてあと施工アンカー
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を導入し、縦長の新設開口を設けて上下の梁にあと施工アンカ

ーを施工し補強部のコンクリートを打設した。 

施工実験において、あと施工アンカーおよび補強部の配筋・

打設について品質を確保したうえで施工をすることが可能で

あることを確認し、その品質管理手法について提案した。構造

実験では、2.5 層位置の水平ジャッキによる正負交番繰り返し

載荷を行い、新設開口を設けた１層部分に損傷が集中し、新設

開口横のそれぞれの壁が個別に挙動すること、最終破壊性状が

せん断破壊となることを確認した（図 2）。また、FEM 解析に

より実験結果を再現することを確認した。２層以上の壁の転倒

モーメントによる変動軸力が１層のそれぞれの壁に作用する

ことから、その変動軸力の影響を考慮した耐力評価手法を提案

し、実験結果を安全側に評価できることを確認した。詳細につ

いては文献 2)3)を参照されたい。 

(3) 改修にともない補強された部材の耐震性能評価技術に関す

る検討 

新設開口横の片側柱付きＲＣ造耐力壁の構造実験を実施し、

その損傷性状や構造性能を実験的に明らかにした。前述の実大

2.5層架構実験結果および FEM解析結果に基づき、上部架構の

転倒モーメントによる変動軸力や反曲点の変動を再現した載

荷を行い、実大2.5層実験と同様の実験結果が得られた（図3）。

また、反曲点を高くして曲げ破壊型とした試験体の載荷を行い、

曲げ型の損傷性状、構造特性を明らかにした。曲げ補強筋とし

て導入したあと施工アンカーについて、有効に機能することを

確認するとともに、その設計方法を明らかにした。詳細は文献

4)を参照されたい。 

 

Ⅲ 結論 

① 実務における適用性の検討 

既存建築物に対して新たな価値を付与するような増改築・改

修のニーズについて調査把握した。令第 137条の 2の各項に該

当する規定のあり方・合理化の方向性について整理した。 

② 改修後の建築物の耐震性能評価技術に関する検討 

1層のみに新設開口を設けた架構の構造性能について、前課

題において実施した実大２．５層架構実験、R５年度に実施し

た片側柱付き RC造耐力壁実験結果および有限要素解析、フレ

ーム解析により明らかにした。 

③ 改修にともない補強された部材の耐震性能評価技術に関

する検討 

新設開口横の片側柱付きＲＣ造耐力壁の構造実験を実施し、

その損傷性状や構造性能を実験的に明らかにした。また、曲げ

補強筋として導入したあと施工アンカーについて、有効に機能

することを確認するとともに、その設計方法を明らかにした。 
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図 2 実大 2.5層 RC耐力壁架構の構造実験 

図 3 新設開口横の片側柱付き RC耐力壁の構造実験 


